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２０１０年３月１２日
　　地方本部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
各　単　　組　委員長　様          

     eq \o\ad(総支部,　　　　)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　自 治 労 北 海 道 本 部
  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　執行委員長　　山　上　潔

全ての水俣病被害者の救済を求める団体署名への協力要請について

日頃のご健闘に対し、心からの敬意を表します。

さて、熊本で５４年、新潟で４５年を経た水俣病問題は、今また正念場を迎えています。
水俣病問題は１９９５年末の村山政権時の「政治決着」によって、不十分ながらも熊本・新潟あわせて１万２千余の被害者に一定の救済措置がはかられ、終わったかに思えました。ところが、２００４年１０月に、国の加害責任を断罪するとともに環境省の認定基準を否定してより幅広い病像で水俣病と認める最高裁判決が言い渡されたのを機に、潜在化していた被害者が次々と名乗りでました。その数は本年１月末現在、熊本で３万２千人、新潟で５００人を数え、今も増え続けており、水俣病の被害の深刻さと底知れない広がりをあらためて見せつけています。

しかし、政府・環境省は「司法判断と行政判断は別」として認定基準の見直しを拒み続け、総選挙を前にした昨年７月に、自民・公明と民主が賛成して「水俣病特措法」を成立させました。しかし、この特措法は、先ごろ熊本の被害者が日弁連に「人権救済申立」を提出したように、加害者責任を放免するような法律であり、すべての被害者の救済につながらない恐れがあります。とりわけ、被害の全容が明らかにされないなか、幕引きがなされることは到底許されないことです。

このため、現在、熊本や新潟で国や加害企業を相手に訴訟を起こし、熊本では原告被害者と国の間で和解協議が行われ、新潟でも和解協議入りのための事前協議を行っているところですが、環境省は来たる５月１日にも「水俣病特措法」を強行しようとしています。
新潟県平和運動センターが中心となっている「新潟水俣病共闘会議」は、現在進行中の和解協議において、すべての水俣病被害者の救済を実現するため、緊急の全国団体署名運動を呼びかけています。
　つきましては、別紙の団体署名（政府宛と熊本地方裁判所宛の２種類）への取り組みを要請いたします。和解協議が大詰めにさしかかっています。緊急の取り組みとなりますが、可能な限りのご協力をお願いいたします。
記
１．署名名称　※二つの団体署名です

①　鳩山首相・小沢環境相宛「全ての水俣病被害者の救済を求める署名」

②　熊本地裁裁判長宛「全ての水俣病被害者の司法救済を求める署名」

　

２．送付先　　自治労北海道本部政治部（小林・佐々木）
　　　　　（〒060-0806　札幌市北区北６条西７丁目　自治労会館内）

３．集約日　　２０１０年４月１５日（木）
以　　上

	ＦＡＸ：０１１－７００－２０５３（道本部政治部　小林・佐々木）
全ての水俣病被害者の救済を求める団体署名の取り組み


	単組名　　　　　　　　　　　　　　　　　　報告日　　　　月　　　　　日
鳩山首相・小沢環境相宛「全ての水俣病被害者の救済を求める署名」
熊本地裁裁判長宛「全ての水俣病被害者の司法救済を求める署名」
※　提出の有無（○×）を記入願います



内閣総理大臣　鳩　山　由紀夫　　殿

環境大臣　　　小　沢　鋭　仁　　殿

全ての水俣病被害者の救済を求める署名

【要請趣旨】
　　平成２２年１月２２日、ノーモア・ミナマタ国家賠償等請求訴訟の口頭弁論期日において熊本地方裁判所の「和解勧告」が出され、現在、水俣病問題の真の解決に向けた和解協議が進行していることから、全国各地でも早期全面解決への期待が高まっています。国が裁判上の和解協議に応じることは、水俣病の裁判闘争の中でも初めてのことであり、貴職の水俣病問題解決への意欲に敬意を表します。

しかしながら、公式発見から５４年を迎える今日においても潜在的な被害者が多数取り残されている問題があります。これは、昨年９月の不知火海沿岸住民検診や阿賀野川流域の被害者訪問活動等の結果が如実に示しているところです。

すべての被害者を救済する解決でなければ再び紛争は起こり最終解決にはなりえません。

そこで、現在進行中の和解協議においてすべての水俣病被害者救済を実現するために、私たちは貴職に対して次のことを要望いたします。
【要請項目】
１．平成１６年の水俣病関西訴訟最高裁判決を尊重した救済策を図ること。
２．行政が定めるいわゆる「指定地域」以外の被害者も含めた救済策とすること。

３． 行政が存在を否定する対象年代（熊本水俣病は昭和４４年以降居住の被害者、新潟水俣病は昭和４１年以降居住者）も含めた救済策とすること。

４．被害地域全体（不知火海沿岸及び阿賀野川流域）の住民健康調査及び環境調査を実施すること。

５．拙速な幕引きとならぬよう恒久的な救済制度策定を図ること。
２０１０年　　月　　日

団体名：

住　所：

代表者氏名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印


熊本地方裁判所　民事第２部　

裁判長　　高　橋　亮　介　　殿

全ての水俣病被害者の司法救済を求める署名

【要請趣旨】
　　平成２２年１月２２日、ノーモア・ミナマタ国家賠償等請求訴訟の口頭弁論期日において貴裁判所の歴史的な「和解勧告」が出され、現在、水俣病問題の真の解決に向けた和解協議が進行していることから、全国各地でも早期全面解決への期待が高まっています。水俣病の最終解決は、加害者である行政ではなく公正中立な裁判所が主導することによってはじめて実現できるものと期待します。

しかしながら、公式発見から５４年を迎える今日においても潜在的な被害者が多数取り残されている問題があります。これは、昨年９月の不知火海沿岸住民検診の結果が如実に示しているところです。

すべての被害者を救済する解決でなければ再び紛争は起こり最終解決にはなりえません。

そこで、現在進行中の和解協議においてすべての水俣病被害者救済を実現するために、私たちは貴裁判所に対して次のことを要望いたします。
【要請項目】
１．平成１６年の水俣病関西訴訟最高裁判決を尊重した救済策を図ること。
２．行政が定めるいわゆる「指定地域」以外の被害者も含めた救済策とすること。

３． 行政が存在を否定する昭和４４年以降居住の被害者も含めた救済策とすること。

４．拙速な幕引きとならぬよう恒久的な救済制度策定を図ること。

２０１０年　　月　　日

団体名：

住　所：

代表者氏名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印


送付先・取扱団体　新潟水俣病共闘会議　　TEL025-281-2466　FAX025-281-8101


〒950-0965　新潟市中央区新光町6-2　新潟県平和運動センター内








送付先・取扱団体　新潟水俣病共闘会議　　TEL025-281-2466　FAX025-281-8101


〒950-0965　新潟市中央区新光町6-2　新潟県平和運動センター内











